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臓器移植と検視その他の犯罪捜査に関する手続との関係等について 

 

平成 ９年１０月８日 制 定 

平成２２年７月１７日一部改正 

 

第１ 検視等の取扱い 

１ 指針の第１２の５の「法第６条第２項に係る判定を行おうとする場合」とは、医師

が、患者の状態について、法に規定する脳死判定を行ったとしたならば、脳死とされ

る状態にあると診断した場合（臓器の移植に関する法律施行規則（平成９年厚生省令

第７８号）第２条第１項に該当すると認められる者（同項各号のいずれかに該当する

者を除く。）について、同条第２項各号の項目のうち第１号から第４号までの項目のい

ずれもが確認された場合）であって、本人が脳死判定に従う意思がないことを表示し

ておらず、かつ、次のいずれかに該当することを確認した時点をいうものであること。 

ア 本人が臓器を提供する意思を書面により表示し、かつ、家族が摘出及び脳死判定

を拒まないとき又は家族がいないとき 

イ 本人が臓器を提供する意思がないことを表示しておらず、かつ、家族が摘出及び

脳死判定を行うことを書面により承諾しているとき 

２ 指針の第１２の５の「所轄警察署長」とは、脳死判定が行われる医療機関の所在地

を管轄する警察署長をいうものであること。ただし、個別の事案においては、警察か

ら他の警察署長を連絡先として示されることがあるので、その場合にはその警察署長

を連絡先とすること。 

３ 指針の第１２の５の「検視その他の犯罪捜査に関する手続」（以下「検視等」という。）

とは、検視、実況見分、司法解剖（検証許可状又は鑑定処分許可状を得て行われる解

剖をいう。以下同じ。）、警察官が国家公安委員会規則に基づいて行う死体見分等の手

続をいうものであること。 

４ 指針の第１２の５の捜査機関に対する「必要な協力」とは、次の（１）から（４）

をいうものであり、医師においては、臓器移植ネットワーク等の臓器のあっせんに係

る連絡調整を行う者（コーディネーター）の協力を得て、これらの便宜を図ること。 

なお、脳死した者の身体に対して行う検視等の犯罪捜査に関する活動に支障が生ず

ることのないようにするため、捜査機関にとってはこのような協力が不可欠とされて

いるので、かかる場合においては、医師は、臓器移植の円滑な実施のためにも、捜査

機関との連携を密にするよう努められたいこと。 

（１）捜査機関から検視等を行う旨の連絡を受けた場合には、当該捜査機関に対し、脳

死判定予定日時及び場所、連絡責任者（医療機関の責任者又はこれに代わる者）の

氏名、住所及び電話番号等必要な事項を連絡すること。 

（２）脳死判定及び死亡の事実を捜査機関が確認することに資するため、本人が脳死判

定に従う意思を書面により表示している場合においては、当該書面、臓器を提供す

る意思を書面により表示している場合においては、当該書面、家族が脳死判定を行



うこと及び臓器を摘出することを拒まないこと又は承諾することを記載した脳死判

定承諾書及び臓器摘出承諾書、医師による法第６条第５項に規定する判定が的確に

行われたことを証する書面、死亡診断書等を捜査機関に示し、それらの書面の写し

を提供すること。 

（３）捜査機関が脳死した者の身体について検視等を行う場合には、当該捜査機関に対

し、検察官、警察官等が待機する場所の提供や当該手続を行うため患者の病室等へ

入室するに当たっての準備等当該手続を行うための便宜を図ること。 

（４）捜査機関から、検視等への立会い、生命維持装置等の取扱い、脳死した者の身体

を検視等に必要な限度で動かすなど検視等を行うに当たって必要な補助を求められ

た場合にこれに協力すること。 

第２ 司法解剖等との関係 

１ 捜査機関において司法解剖を行う場合には、当該解剖は心臓停止後に行うものとし

ていること。 

捜査機関による司法解剖が行われる場合には、当該解剖が終了するまで臓器の摘出

はできないことから、通例、眼球以外の臓器を臓器移植のために摘出することは困難

であること。 

なお、捜査機関から司法解剖を行う旨の連絡を受けた場合は、当該捜査機関に当該

解剖の対象となる者の心臓が停止した旨を連絡すること。 

２ 法第６条第２項に係る判定が行われ、その後移植に適さない等の理由により移植術

のための臓器摘出が行われない場合においては、捜査機関は従来どおり心臓停止を待

って検視等を行うものとしていること。 

３ 医師は、死体（脳死した者の身体を含む。）（確実に診断された内因性疾患で死亡し

たことが明らかである死体を除く。）から臓器の摘出を行おうとする場合においては、

当該死体に対して検視その他の犯罪捜査に関する手続が行われるときは、その手続が

終了した旨の連絡を捜査機関から受けた後でなければ、臓器を摘出してはならないこ

と。 

４ 指針の第５のとおり、虐待が行われた疑いのある児童が死亡した場合には、臓器の

摘出は行わないこと。 

このため、医療機関内の倫理委員会等の委員会で児童について虐待が行われた疑い

がなく当該児童から臓器の摘出が可能であると判断した場合であっても、医師は、第

１の４に規定する捜査機関に対する必要な協力を行うなどする中で、死亡した児童に

対して司法解剖が行われるなど虐待が行われたとの疑いが生じた場合には、臓器の摘

出は見合わせること。 

第３ その他 

前記のほか、臓器移植の円滑な実施を図るため、臓器提供施設においては、平素から

関係捜査機関との連絡体制を確立するなど当該機関との連絡を密にし、当該機関の行う

検視等に協力するとともに、犯罪捜査に関する手続の支障とならないよう留意すること。 

 


